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１．目的 

  この基準は、都市整備局発注の設計業務、設計意図伝達業務及び工事監理業務を委

託に付する場合において、予定価格のもととなる業務内訳書に計上すべき当該業務委

託料（以下「設計業務等委託料」という。）の積算の標準的な方法について、「建築士

事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準」（令和６年国

土交通省告示第８号、以下「告示」という。）、「官庁施設の設計業務等積算基準」、「官

庁施設の設計業務等積算要領」（以下「積算要領」という。）及び「官庁施設の設計業

務等積算基準等の運用について（通知）」（以下「通知」という。）に基づき、必要な

事項を定め、設計業務等委託料の適正な積算に資することを目的とする。 

 

２．基本事項 

  この基準は、設計業務等委託料の算定方法等を示すものであり、定めのない事項は

告示及び積算要領等による。 

 

３．適用 

  この基準は、建築又は建築設備における設計業務等委託料の算定に適用する。 

 

４．設計業務等委託料 

４．１ 設計業務等委託料の構成 

設計業務等委託料の構成は以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

  

  

   

 

４．２ 設計業務等委託料を構成する費用の内容 

（１） 直接人件費 

直接人件費は、設計業務等に直接従事する者のそれぞれについての当該業務 

に関して必要となる給与、諸手当、賞与、退職給与、法定保険料等の人件費の 

1時間当たりの額に当該業務に従事する延べ時間数を乗じて得た額の総和とす 

る。 

 

消費税等相当額

直接人件費

業務価格
諸経費

技術料等経費
設計業務等委託料

特別経費
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（２） 諸経費 

諸経費は、設計業務等の履行にあたって通常必要となる直接人件費以外の経 

費であって直接経費と間接経費で構成される。 

直接経費は、印刷製本費、複写費、交通費等設計業務等に関して直接必要と 

なる費用（特別経費を除く。）の合計額とする。 

間接経費は、建築士事務所を管理運営していくために必要な人件費、研究調 

査費、研修費、減価償却費、通信費、消耗品費等の費用（直接人件費、特別経 

費及び直接経費を除く。）のうち、当該業務に関して必要となる費用の合計額 

とする。 

 

（３） 技術料等経費 

技術料等経費は、設計業務等において発揮される技術力、創造力等の対価と

して支払われる費用とする。 

 

（４） 特別経費 

特別経費は、特許使用料、行政手数料、公共建築設計者情報システム（PUBDIS）

への業務 

カルテ登録料、その他の発注者の特別の依頼に基づいて必要となる費用の合計 

とする。 

 

（５） 消費税等相当額 

消費税等相当額は、消費税法（昭和 63年法律第 108号）及び地方税法（昭 

和 25年法律第 226号）に基づき、設計業務等に課される消費税等の額とする。 

 

４．３ 設計業務等委託料の積算 

設計業務等委託料は次式により積算する。 

 

（設計業務等委託料） ＝ （直接人件費） ＋ （諸経費）  

＋ （技術料等経費）＋ （特別経費) 

＋ (消費税等相当額) 

＝ （業務価格）＋（消費税等相当額） 

 

４．４ 設計業務等委託料を構成する費用の算定 

（１） 直接人件費 

直接人件費は、委託に付する業務（以下「委託業務」という。）に直接従事 

する技術者の業務人・時間数に、当該技術者の業務能力（技術力、業務処理能 
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力等）に応じた直接人件費単価を乗じたものの総和とし、次式により算定する。

ただし、直接人件費単価は国土交通省が公表する「設計業務委託等技術者単価」

の基準日額を用い（表－１）による。 

 

（直接人件費） ＝ Σ ｛（業務人・時間数） × （直接人件費単価）｝ 

 

（表－１） 直接人件費単価           単位：（円／時間） 

 

 

 

 

 

（２） 諸経費 

諸経費は、次式により算定する。 

 

（諸経費） ＝ （直接人件費） × （諸経費率） 

諸経費率は、１．１とする。 

 

（３） 技術料等経費 

技術料等経費は、次式により算定する。 

 

（技術料等経費） ＝ ｛（直接人件費） ＋ （諸経費）｝ × （技術料等経費率） 

技術料等経費率は、０．１５とする。 

 

（４） 特別経費 

特別経費は、業務内容の実態に応じて算定する。 

 

（５） 消費税等相当額 

消費税等相当額は、次式により算定する。 

 

（消費税等相当額） ＝ （業務価格） × （消費税等率） 

 

５．業務人・時間数の算定 

５．１ 用語の定義 

用語の定義は次のとおりとする。 

 

床面積に基づく算定方法
技師C／８時間

図面目録に基づく算定方法

積上げによる算定方法 技師A , 技師C , 技術員／８時間
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業 務 人 ・ 時 間 数：業務の履行に当たって必要となる技術者の労務の数量 

一 般 業 務：告示別添一による標準業務に加えて積算要領及び通知

に例示される一般業務 

追 加 業 務：積算要領及び通知に例示される一般業務以外の業務 

床 面 積：建築基準法施行令第２条第１項第３号に規定する床面

積であるが、設計業務委託料の算定にあたっては計画

面積とすることができる 

建 築 物 の 類 型：告示別添二による建築物の用途等の区分 

床面積に基づく算定方法：積算要領及び通知による床面積に基づき業務量を算定

する方法 

図面目録に基づく算定方法：積算要領による基本設計の成果に相当する図面の目録

に基づき改修設計業務の業務量を算定する方法 

積上げによる算定方法：想定した業務量を積上げて算定する方法 

 

５．２ 工事等種別毎の算定方法 

算定方法は（表－２）のとおりとする。 

 

（表－２） 工事等種別毎の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．３ 床面積に基づく算定方法 

業務人・時間数は次式により算定する。 

 

（業務人・時間数） ＝ （一般業務に係る総業務人・時間数） 

×（１－（対象外業務率））×（難易度係数による補正） 

＋（追加業務に係る業務人・時間数） 

 

① 著しく小規模なもの

② ①を除くもの（複合建築物含む）

④

地域開発計画、住宅団地計画等の作成

特殊な調査、統計または測量等の業務

積上げによる算定方法
又は図面目録に基づく

算定方法
積上げによる算定方法③ 改修工事

積上げによる算定方法

解体工事、プレハブ工事、補修工事、その他、床面積
に基づく算定方法を用いることが適当でないもの

工事等種別 設計 工事監理

新
増
築
工
事

積上げによる算定方法　又は
床面積に基づく算定方法

告示の略算方法を使用できない範囲のうち
小規模なもの

床面積に基づく算定方法
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複 数 棟 の 場 合：複数の棟の設計業務、設計意図伝達業務又は工事監理業務

を委託する場合の業務人・時間数は、原則として、１棟ご

とに算定したものを合計するものとする。 

 

複合建築物の場合：異なる２以上の用途に供する建築物で、告示８号別添二に

掲げる建築物の類型のうち複数に該当する場合において

は、各用途の床面積から算定した業務人・時間数を合算し、

表－３に掲げる複合化係数を乗じることにより算定する。

ただし、主たる用途が明らかである場合は、主たる用途の

単一用途とみなして業務人・時間数を算定する。  

 

（表－３）複合化係数 

 

（１） 設計業務の場合 

ア．一般業務に係る総業務人・時間数 

委託業務に従事する技術者が、一般業務に含まれる業務の全てを行う場合 

に必要となる業務人・時間数とし、建築物の類型及び床面積に応じて①又は 

②に掲げる算定式により、積算要領別表１－１に掲げる係数を用いて次式に 

より算定する。 

 

①第一号から第三号、第四号第１類、第四号第２類（床面積の合計が 20,000  

㎡未満又は 30,000 ㎡を超える場合）、第五号、第六号（床面積の合計が 

20,000 ㎡未満又は 30,000㎡を超える場合）又は第七号から第十二号 

 

Ａ＝ａ×Ｓｂ 

      Ａ：業務人・時間数 

      Ｓ：床面積の合計（ｍ2） 

 

②第四号第２類（床面積の合計が 20,000㎡以上 30,000 ㎡以下の場合）又は 

第六号（床面積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合） 

 

Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ 

工事監理等

1.06 0.91設計 1.07

複合化係数

1.05 0.89 0.92

総合 構造 設備
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Ａ：業務人・時間数 

Ｓ：床面積の合計（ｍ2） 

 

ただし、床面積の合計が積算要領別表１－１における適用規模の範囲外とな 

る場合は、業務分野ごとに、算定対象の建築物と同一の類型における第１類と 

第２類それぞれの業務人・時間数を算定し、第１類による場合の算定値が第２ 

類による場合の算定値を上回る場合は、（表－４）に掲げる類の算定値を採用 

する（第２類が存在しない第六号、第七号及び第十一号を除く。）。 

 

（表－４）  第１類と第２類の算定値が逆転する場合に採用する算定値 

 

イ．対象外業務率 

一般業務のうち委託業務に含まれない業務の割合をいい、（表－５）により算

定する。 

 

（表－５） 設計業務の対象外業務率の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．建築物又は敷地等の難易度係数による補正 

総合設計、構造設計、設備設計に係る業務量について、告示別添三第３項か 

ら第５項の各表のいずれかに該当する場合は、同表（ろ）設計の欄に掲げる倍 

数を当該業務人・時間数に乗じて補正する。ただし、建築物が複数の内容に該 

当する場合は、該当する全ての難易度係数業務人・時間数に乗じることとする。 

 

エ．追加業務に係る業務人・時間数 

     計画通知関係の手続き等を業務内容の実態に応じて算定する。なお、設計業

務に関係して積算業務を委託する場合の、当該業務に係る合計業務人・時間数

 ①　委託しない項目

 ②　設計図書の作成

 ③　①、②を除く項目

対象外業務率 Σ（A × B）

告示に規定され
た標準業務の各
業務項目が設計
又は工事監理の
それぞれの標準
業務量に占める

割合
（積算要領別表

２－２による）

基本設計・
実施設計
に関する業務

１．０ A１ × B１

標準図等をそのまま設計図書の一部に組み入
れることができ業務量が低減できる場合など、
実態に応じて設定する

A２ × B２

実態に応じて設定する A３ × B３

業務内容の項目
業務細分率 受注者が行わない業務が占める割合

A × B
A B

建築物の類型
床面積の合計が適用規模の

最小値を下回る場合
床面積の合計が適用規模の

最大値を上回る場合

第一号、第三号、第四号、第五号、
第九号及び第十号

第１類 第２類
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は下記に掲げるところにより算定することができる。 

 

・積算業務の業務人・時間数 

     積算業務は次のとおりとする。 

① 積算数量算出書の作成 

② 単価作成資料の作成（内訳明細書の作成業務を含む） 

③ 見積収集 

④ 見積検討資料の作成 

 

（積算業務の業務人・時間数） ＝ （実施設計に係る業務人・時間数※１） 

 × ０．２５ 

× （１－積算業務に係る対象外業務率※２） 

 

※１ ：５．３（１）ウによる補正は行わないものとする。 

※２ ：積算業務に係る対象外業務率は（表－６）による。 

 

（表－６） 積算業務に係る対象外業務率の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 設計意図伝達業務の場合 

ア．一般業務に係る総業務人・時間数 

新築及び増築工事の場合、設計業務に準拠し算定する。 

 

イ．対象外業務率 

一般業務のうち委託業務に含まれない業務の割合をいい、（表－７）により算

定する。 

 

 

 

 

 

対象外業務率 ∑（A×B ）

単価作成資料の作成 A２×B２

3 見積収集 A３×B３

4 見積検討資料の作成業務 A４×B４

実施設計に
係る

積算業務

1 積算数量算出書の作成
官庁施設の
設計業務等
積算基準等
の運用につ
いて（通知）
内の（表３）

参照

委託しない項目については1.0とし、数量調書
等をそのまま使用でき業務量を低減できる場合
など、実態に応じて設定する。

A１×B１

2

業務内容の項目
業務細分率 受注者が行わない業務が占める割合

Ａ×Ｂ
A B
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    （表－７） 設計意図伝達業務の対象外業務率の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．建築物又は敷地等の難易度係数による補正 

設計業務に準拠する。 

 

エ．追加業務に係る業務人・時間数 

業務内容の実態に応じて算定する。 

 

（３） 工事監理業務の場合 

ア．一般業務に係る総業務人・時間数 

設計業務に準拠し算定する。 

 

イ．対象外業務率 

積算要領別表２－４により算定する。 

 

ウ．建築物又は敷地等の難易度係数による補正 

工事監理業務について、告示別添三第４項又は第５項の各表の（い）建築物 

の欄に掲げる建築物に該当する場合は、同表（は）工事監理等の欄に掲げる 

係数をそれぞれ、該当する業務分野の業務人・時間数に乗じて補正する。た 

だし、建築物が複数の内容に該当する場合は、該当する全ての難易度係数を 

業務人・時間数に乗じる。 

 

エ．追加業務に係る業務人・時間数 

     次に例示する事項などを考慮し業務内容の実態に応じて業務人・時間数を算 

定することができる。 

 

① 建築と設備を別々に工事監理業務委託する場合 

② 工区が分かれている場合 

 

５．４ 図面目録に基づく算定方法 

業務内容の項目
業務細分率 受注者が行わない業務が占める割合

A × B
A B

対象外業務率 Σ（A × B）

設計意図伝達に関する業務

告示に規定され
た標準業務の各
業務項目が設計
又は工事監理の
それぞれの標準
業務量に占める

割合
（積算要領別表
２－２による）

実態に応じて設定する A１ × B１



9 

 

基本設計の成果に相当する図面等に基づいて図面目録を作成し、改修設計業 

務等を委託する場合に業務内容の実態に応じて算定する。なお、改修工事の設 

計に必要な既存建築物の設計図書を復元するための実測等の調査を実施する 

必要がある場合は、当該調査に要する業務人・時間数を追加業務に計上する。 

 

     算定方法は次のとおりとする。 

 

（業務人・時間数） ＝ （一般業務に係る業務人・時間数） 

＋ （追加業務に係る業務人・時間数） 

 

（１） 設計業務の場合 

ア．一般業務に係る業務人・時間数 

 

（一般業務に係る業務人・時間数） ＝ Σ ｛（図面１枚毎の換算図面枚数） 

 

イ．図面１枚毎の業務人・時間数 

図面１枚（841mm × 594mm（Ａ１版）とする。）毎の作成に係る業務人・時間

数のことをいい、算定方法は次のとおりとする。 

① 建築改修工事分の設計に必要となる図面１枚毎の業務人・時間数 

 

（業務人・時間数） ＝ １３．５６７ ×（図面 1枚毎の換算図面枚数） 

 

② 設備改修工事分の設計に必要となる図面１枚毎の業務人・時間数 

 

（業務人・時間数） ＝ １０．２３３ × （図面 1枚毎の換算図面枚数） 

 

ウ．図面１枚毎の換算図面枚数 

イに掲げる式における「図面 1枚毎の換算図面枚数」は、図面目録に掲げら 

れた図面１枚毎に、次式により算定する。ただし、平均的な改修工事の設計と 

比較して難易度に著しく差が生じる場合は、実情に応じて補正することができ 

るものとする。 

 

（図面１枚毎の換算図面枚数）＝１×（複雑度※１） 

×（ＣＡＤデータの提供等により業務量低減が図られる場合の影響度※２） 

 

※１ ：「複雑度」は、積算要領 別表２－１により設定する。 
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※２ ：「ＣＡＤデータの提供等により業務量低減が図られる場合の影響度」 

は、発注者が既存図面のＣＡＤデータ、書式の電子データ等を受注者 

に提供し、その利用によって設計図書の作成に係る業務人・時間数が 

低減する場合、その影響度を、０から１の範囲で、実情に応じて図面 

１枚毎に設定する。 

 

    エ．追加業務に係る業務人・時間数 

５．３（１）エに準じ、業務内容の実情に応じて算定する。 

なお、設計業務に関係して積算業務を委託する場合は、次式によりこれに係

る業務人・時間数を算定する。 

 

（積算業務に係る業務人・時間数）＝(実施設計に係る業務人・時間数※) 

×０．２１ 

 

※実施設計に係る業務人・時間数は、５．４（１）ウ「ＣＡＤデータの提供 

等により業務量低減が図られる場合の影響度」を１．０として算定する。 

 

（２） 設計意図伝達業務の場合 

改修工事の場合、一般業務に係る業務人・時間数の算定方法は次のとおりと

する。 

 

（一般業務に係る業務人・時間数） ＝ （総合に係る業務人・日／月数 

＋ 構造に係る業務人・日／月数 

＋ 設備に係る業務人・日／月数） 

× 業務月数 

× （１－（対象外業務率）） 

５．５ 積上げによる算定方法 

業務内容の実態に応じて算定する。 

 

（１） 設計業務の場合 

     算定方法は次のとおりとする。 

（業務人・時間数）＝（調査・打合せ）＋（図面作成業務）＋（構造計算業務） 

＋（積算業務）＋（その他必要な業務） 

 

標準図等により業務が軽減できる場合等や、次に例示する事項などを考慮し

業務人・時間数を実態に応じて算定する。 
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① 設計内容が一般に比し著しく困難又は容易である 

② 補助事業等により分割業務が多い 

③ 調整業務に日時を要する 

 

（２） 設計意図伝達業務の場合 

算定方法は次のとおりとする。 

 

（業務人・時間数）＝（実施設計の積上げによる一般業務に係る業務人・時間数） 

×（設計意図伝達に関する業務細分率の合計） 

÷（実施設計に関する業務細分率の合計） 

 

（３） 工事監理業務の場合 

次に例示する事項などを考慮し業務人・時間数を実態に応じて算定する。 

 

① 監理内容が、一般に比し著しく困難又は容易である 

② 現場作業上通常に比し時間外勤務が多い 

 

６．端数処理 

設計業務等委託料の算定において、金額及び数量の端数は次のとおり処理する。 

① 直 接 人 件 費：千円未満切り捨てとする 

② 諸経費・技術料等経費・特別経費：千円未満切り捨てとする 

③ 床 面 積：整数とし、小数点以下切り捨てる 

④ 総 業 務 人 ・ 時 間 数：整数とし、小数点以下切り捨てる 

⑤ 直接人件費単価（円／時間）：小数以下１桁までとし、以下切り捨てる 

⑥ 対 象 外 業 務 率：小数以下２桁までとし、以下切り上げる 

⑦ 業 務 月 数：小数以下２桁までとし、以下切り捨てる 

 

附 則 

この基準は、平成２２年４月１日以降契約分から適用する。 

  

附 則 

この基準は、令和２年４月１日以降契約分から適用する。 

 

  附 則 

この基準は、令和３年１１月１日以降契約分から適用する。 
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  附 則 

この基準は、令和７年４月１日以降契約分から適用する。 

 

 

 

 


